
見解書 
                                   2019 年 7月 

                              和歌山太陽光合同会社 

Ⅰ．土砂災害・水害関係 

1.切土盛土により地盤が軟弱化し、地盤沈下や土砂崩壊のおそれがある。 

非常に高い盛土の計画であり、盛土部分は雨水が集中的に浸透するので心配である。 

切土地盤は砂岩泥岩互層の賢固な地盤であり沈下等は考えられません。盛土について

は、工事前に試験盛土を行い、土質に応じた含水比や締固め回数などの管理基準を定めたう

えで、まきだし厚さ 0.30ｍ毎にローラーで転圧し、圧密沈下の安定後次の盛土を行う工程

を繰り返して、沈下がおこらないように施工・管理を行います。盛土材料は、崖錐堆積物も

しくは砂岩泥岩互層であり、三軸圧縮試験結果では C=17KN/㎡、Φ35.9°の値が得られてお

り、施工機械のトラフィカビリティの確保ができ締固めが実施しやすい地盤です。盛土地盤

内に地下集水暗渠、水平排水層、フトン籠堰堤等の防災施設を配置して、盛土内の地下水位

の上昇を防ぎ、降雨による浸透水を速やかに排除し盛土地盤の安定を図ります。平成 7年の

阪神・淡路大震災において、大規模に埋め立てた盛土造成地で地滑り的崩落による被害が発

生しました。その後有識者検討会を踏まえ平成 18年 4 月「宅地造成法等規制法の一部を改

正する法律」が施行され、「地下水排除工」「盛土の締固め」「法面安定計算」の項目が追加

されました。平成 26年 3月国土交通省「既存の大規模盛土造成地の滑動崩落対策の進捗状

況」の中で東日本大震災において宅地造成等規制法等の改正により技術基準を強化した

2006 年(平成 18 年)以降に造成された宅地においては滑動崩落の被害が発生していないと

の報告があり、このことからも適切な設計・施工を実施すれば盛土の安定性は図れると 

考えています。 

 適切な設計施工に関しては、請負業者および林地開発の手続きとして担保されていま

す。まず、建設工事の元受けである JFE プラントエンジ株式会社は国土交通大臣許可（国

土交通大臣許可（般・特－27）第 5300 号）の建設業者であり、また東京都知事登録の一級

建築士事務所です。同社は法令・条例に基づき許可され、適切に設計された通りに施工する

ように義務を負っています。また林地開発許可は、土木工事完了後に林地開発行為完了検査

を受ける手続きとなっており、適切に設計施工されたことが検査されることになります。

-1-



2.災害が発生したとき、盛土はその部分がなくなるまで崩壊すると聞く。 

発電事業終了後も盛土部分は残るため、不安である。 

盛土法面は図表 1-1 に示すとおり、1:1.8(30 度)の安定勾配とし、高さ 5m毎に幅 1.5m 

の小段を設置しています。施工に際しては工事前に試験盛土を行い、土質に応じた含水比や

締固め回数などの管理基準を定めたうえで、まきだし厚さ 0.30ｍ毎にローラーで転圧し、

圧密沈下の安定後、次の盛土を行う工程を繰り返して施工を行います。盛土材料は、崖錐堆

積物もしくは砂岩泥岩互層であり、三軸圧縮試験結果では C=17KN/㎡、Φ35.9°の値が得ら

れており、施工機械のトラフィカビリティの確保ができ締固めが実施しやすい地質です。設

計図面に明記しています「地下水排除工」等の防災施設を適切に施工する事で、盛土は十分 

安全であると考えています。 

図表 1-1 盛土法面標準図 

3.大規模な盛土部分では、設置した側溝の継ぎ目部分が沈下により外れるなどして詰まっ

てしまうことが想定される。 

盛土地盤の沈下終息を確認した後、排水施設等の施工に着手します。施工は和歌山県・和

歌山市の土木仕様書等に準拠し施工を行い、排水施設の定期的な維持管理や梅雨・台風シー

ズン前の点検を行う事で排水施設の機能確保をいたします。 

工事が完了し発電が開始した以降、保安規定に従い月次でサイト内の巡視を行います。巡

視する際の確認として、側溝の状態、地盤の洗堀も確認して報告されます。問題がある箇所

については随時補修します。見えない暗渠配管についても定期的に確認をすることも行い

ます。 
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4.盛土の最深部は 30～40ｍ、標高差 100ｍあり、雨によって崩壊し続ける。砂防ダムなどの

土砂止対策がないため、調整池は土砂で埋まり、大雨のときに堤防決壊が考えられる。 

盛土部の安定については、上記 NO1、2に記述した通りの設計・施工を行うことで安全は

確保できると考えています。土砂流出対策としては図表 1-2 に示すとおり、工事中は仮設沈

砂池、調整池で、工事完了後は調整池において土砂流出を抑制する計画です。流出土砂量は

森林法技術基準に従い工事中 400  /ha/年、工事完了後は 15  /ha/年の流出土砂量を 3年

間分貯留できる沈砂池容量を確保しています。 

図表 1-2 調整池・仮設沈砂池計画平面図 

5.樹木を伐採した後に地中に残った根は腐り、それによってできた土中の隙間に水が入る

ことで、盛土の崩壊を引き起こす。 

切土盛土範囲の既存樹木はすべて伐採し、抜根します。伐採樹木は、場内にてチップ化、

廃棄処理等を適正に行います。地中に既存樹木が残る事はありません。 
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6.谷の自然の固い岩盤の上に柔らかい盛土をすると、その間を流れる水によって、盛土崩壊、

地滑りなど大規模土砂災害の発生が考えられる。 

盛土材料は切土地盤の崖錐堆積物もしくは砂岩泥岩互層であり、現況地盤と同質の地質

です。盛土施工時には現況地盤に段切りを行い、現況地盤と盛土地盤とのなじみを良くし盛

土の転圧を行います。盛土地盤内に地下集水暗渠、水平排水層、フトン籠堰堤等の防災施設

を配置して、盛土内の地下水位の上昇を防ぎ、降雨による浸透水を速やかに排除する事で盛

土地盤の安定を図ります。 

盛土の工法は、長期にわたり実行されてきた手法であり、かつ、その後の災害事例などが

研究され、工法が改良されてきました。本事業用地近辺でも、東洋台やふじと台でも同様な

工法により盛土（図表 1-3）が許可され、施工されています。これらの事例から見ても、一

定程度の安全性が検証されてきたと考えられます。

図表 1-3 大規模盛土造成地マップ 

7.予定地は湧き水が多く、盛土崩壊を引き起こす要因になり得る。説明会でも湧き水調査が

不十分との意見が出ていたが、その後も十分な調査を行ったとは聞いていない。 

ボーリング調査は、事業用地内で 11 箇所実施し、また数日間にわたり専門の調査員が現

地視察をしています。ボーリング調査結果で地下水は確認されておらず、現地踏査において

も湧水等の確認はされておりません。施工時に湧水が確認された場合は、地下集水暗渠を該

当箇所まで延長し湧水を速やかに処理する計画です。 
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8.森林伐採により保水力が低下し、土砂災害、事故等のおそれが生じる。また、流出物によ

り災害ダムが形成される可能性がある。 

造成工事に伴い現況森林の伐採を行う事で、造成範囲の保水力は低下し流出係数が大き

くなり雨水流出量が増加します。その増加した雨水流出量を抑制する施設として調整池を

計画しています。土砂の流出対応については、NO4 で回答しましたように、仮設沈砂池、調

整池にて工事中、工事後の土砂流出対策を計画しています。 

太陽光発電所において流出物は、残地森林の樹木、太陽光パネルおよび架台が考えられま

す。（特別高圧機器などは、基礎工事が行われ平地に設置されるので流出の懸念は極めて低

いと考えられます）。残地森林の樹木は、倒木の危険性がある樹木の伐採、間伐、択伐を維

持管理の一環として行います。太陽光パネルの架台についても、設計は経済産業省の近畿経

済産業局に提出し、審査を受け承認されます（図表 3－1 参照）。実際に、造成後に各エリア

の地盤調査を行い、これに基づき、杭・架台の設計を行います。また、試験杭を設置し、引

き抜き、押し込み、水平強度を測定し、設計値を満足することを確認します。この結果を、

近畿経済産業局に工事計画として提出し承認を取ります。よって流出のリスクは抑えるこ

とができると考えています。

9.元々、活断層のある脆弱な地盤であり、開発に適しているところではない。紀州大水害

（S28）の発生時も山にほとんど木がなく、重大な被害が発生した。想定の 3倍以上の土砂

が流出したとも聞く。 

図表 1-4 に示すとおり、事業地近くを通る中央構造線、ならびにその周辺の既知の断層に

ついては文献「近畿の活動断層、日本の活動断層」にて事業地内には既知の断層は存在しな

いことを確認しております。地質調査結果においても断層等を示す変状は確認されており

ません。土砂の流出対応については、NO.4 で回答しましたように、仮設沈砂池、調整池に

て工事中、工事後の土砂流出対策を計画しています。 

地震による被害の可能性については、専門家である第三者機関に依頼して評価してもら

っています。上記の設計条件で設計された発電所であれば、地震による損害率 4.4％でした。

想定される地震は以下のようになります。

＜レポートより引用＞

地震ハザードステーション（J-SHIS）2014 年版によると、50 年間に 10%の確率で見

舞われる揺れは震度 5 強であり、全国的にみて地震ハザードがやや高い地域である。

評価対象地周辺において、活断層を震源とする地震として、中央構造線断層帯紀淡海峡

－鳴門海峡、中央構造線断層帯和泉山脈南縁を震源とする地震により震度 6 強の揺れが

発生する可能性がある。また、大阪湾断層帯、六甲・淡路島断層帯主部六甲山地南縁－淡
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路島東岸区間、中央構造線断層帯讃岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部、上町断層帯を震源と

する地震により震度 5 強の揺れが発生する可能性がある。海溝型地震では、南海トラフ

巨大地震により震度 6 弱の揺れが発生する可能性がある。また、南海・東南海・想定東

海連動地震、日向灘・南海・東南海連動地震、南海・東南海連動地震、南海地震により震

度 5 強の揺れが発生する可能性がある。

地盤条件によって地盤増幅率は異なるが、地震ハザードステーション（J-SHIS）2014 
年版によると、評価対象地の地形分類に対応する地盤増幅率は、0.57 である。

図表 1- 4 断層位置図 

10.想定外の自然災害が発生している中、広大な伐採は環境破壊となり、土砂災害の危険が

大きい。以前、紀の川市で起こった盛土崩壊と同じようなことが起こるのでは。 

図表 1-5、1-6に示すとおり、防災調整池容量計算に用いている 1時間当たり降雨強度は

147.5 ㎜/h であり、和歌山市の観測史上最大の降雨強度(122.5 ㎜/h)、紀州大水害

（132.0mm/h）の各降雨強度を上回る想定外の降雨強度で設計を行っています。 

また、計画地内の雨水排水施設の 1 時間当たり降雨強度も 142.9 ㎜/h～154.6 ㎜/h であ

り想定外の雨量に対しても十分対応可能な排水施設となっており、排水施設と調整池が機

能することで敷地内の安全が確保できます。 
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図表 1- 5 和歌山市確率降雨強度一覧表

図表 1- 6 和歌山市観測史上最大 1時間降雨強度一覧表 

（出所：気象庁最新の気象データ） 

想定外の自然災害についてのご質問については、想定がない中での回答ではありますが、

見解を述べさせていただきます。県および市の基準は、過去の自然災害事例、事例に基づく

有識者の最大の想定に基づき設定されており、その基準に基づき設計施工することが林地

開発許可の条件となっています。その意味では、有識者が想定できる「想定外」までは想定

して設計がなされています。その上で、過去に例がない自然災害が起こった場合においても、

周辺の住宅地への影響を最低限にすべく事業用地を選定しています。事業用地から最も近

い住宅までの距離は 1.3 ㎞離れています。加えて、当事業用地の南には一山尾根があり（図

表 1-7）、事業用地が崩壊したとしても住宅地へ影響は極めて小さいと考えています。
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図表 1-7 事業用地と住宅地域との関係 

11.花木団地として造成された時の砂防堰堤は土砂で埋まっており、今回は砂防堰堤を作る

計画はない。土留め対策はどうなっているのか。 

 砂防堰堤は、山間部から渓流に流れ込む土砂を貯留する土砂災害防止のための防災施設

です。工事完了後は計画地より流出する土砂を調整池下部に設ける沈砂池で貯留します。砂

防堰堤と同じ役割を調整池がになっています。 

本事業に伴う土砂災害防止として、土砂流出対策は工事中は仮設沈砂池、調整池で、工事

完了後は調整池において土砂流出を抑制する計画です。流出土砂量は森林法技術基準に従

い工事中 400  /ha/年、工事完了後は 15  /ha/年の流出土砂量を 3年間分貯留できる沈砂

池容量を確保しています。 

12.ハザードマップに示されている土砂災害危険個所などが一部含まれている、このような

場所の大規模造成は極めて危険。また、実施するならば、工事中・工事後・廃止後のハザ

ードマップがどうなるか、冷静な第三者の予想が欲しい。 

図表 1-8 に示すとおり、計画地内は急傾斜地崩壊特別警戒区域、警戒区域、危険箇所に指

定されていますが、指定区域は残置森林としてそのまま残るか、造成区域にかかっている範

囲は現況を切土する計画であり、急傾斜地区域が減少します。 

従って本計画に伴い土砂災害危険個所等の危険性が増すことはありません。 
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図表 1- 8  土砂災害区域重ね図 

13.計画地域は和泉層群に該当する地域であり、昨年も地滑りが起こっている。そのような

土地の開発計画は豪雨・長雨による深層崩壊などの土砂災害の不安がある。 

 独立行政法人土木研究所の「深層崩壊推定頻度マップ」（図表 1-9）では計画地は深層崩

壊の可能性の低い地域に分類されています。また、地質調査の現地踏査においても現時点で

は深層崩壊等の兆候は確認されておりません。 
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図表 1-9 深層崩壊推定頻度マップ 

（出所：国土交通省砂防部） 

想定外の自然災害についてのご質問については、想定がない中での回答ではありますが、

見解を述べさせていただきます。県および市の基準は、過去の自然災害事例、事例に基づく

有識者の最大の想定に基づき設定されており、その基準に基づき設計施工することが林地

開発許可の条件となっています。その意味では、有識者が想定できる「想定外」までは想定

して設計がなされています。その上で、過去に例がない自然災害が起こった場合においても、

周辺の住宅地への影響を最低限にすべく事業用地を選定しています。事業用地から最も近

い住宅までの距離は 1.3 ㎞離れています。加えて、当事業用地の南には一山尾根があり（図

表 1-7）、事業用地が崩壊したとしても住宅地へ影響は極めて小さいと考えています。 

14.谷を埋めることに対し、事業者は「最新技術で工事をするから安全性には自信がある」

との発言であるが、人間の技術は自然災害に対して万全のものではない。 

平成 7年の阪神・淡路大震災において、大規模に埋め立てた盛土造成地で地滑り的崩落

による被害が発生しました。その後有識者検討会を踏まえ平成 18 年 4 月「宅地造成法等規

制法の一部を改正する法律」が施行され、「地下水排除工」「盛土の締固め」「法面安定計算」

の項目が追加されました。平成 26年 3月国土交通省「既存の大規模盛土造成地の滑動崩落

対策の進捗状況」の中で東日本大震災において宅地造成等規制法等の改正により技術基準

を強化した 2006 年(平成 18 年)以降に造成された宅地においては滑動崩落の被害が発生し

ていないとの報告がされています。 

現時点では、過去の災害により見直された、最新の技術基準により設計を行い、適切な施

工を行う事で安定は確保できると考えています。 

本事業地
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15.経年劣化等による不具合で調整池が溢れたり、土砂崩れが起こったりして下流域に災害

をもたらす可能性が高い。 

 コンクリート構造物の一般的寿命は 50 年～100 年であり、太陽光発電施設として使用し

ている間は、定期点検、補修を実施することで施設の機能は十分維持できると考えます。 

 事業から撤退する場合はパネル等施設は適切に廃棄し、残地は植栽等を行い自然回復を

図ります。 

事業終了後の調整池を含んだ当事業地の維持管理については、土地所有者として最低限

の維持管理責務は果たしていきたいと考えております。 

16. 想定外の暴風雨のおそれが高くなってきている。50mm/h の雨が一日降ると、4万トンの

調整池では役に立たず、事業者の設定数値は高いものとは言えない。 

防災調整池の設計にあたっては、和歌山県土木部河川課「開発計画に伴う調整池技術基準

（案）」、和歌山県森林整備課「林地開発許可申請の手引き」に準拠し設計しています。調整

池の容量計算に用いている 1時間当たり降雨強度は 147.5 ㎜/h で、和歌山市の観測史上最

大の降雨強度(122.5 ㎜/h)、紀州大水害（132.0mm/h）を上回る想定外の降雨強度となって

おり、この数値を用いて調整池容量を計算しています。 

また、50 ㎜/hr の雨が 1 日降り続けるとのご指摘については、和歌山市の観測史上最大

の日雨量は 375㎜/日(平均 15.6 ㎜/hr)です。過去の降雨データからも 50㎜/hr の雨が 1日

中降り続く事は現時点では想定する事は困難です。 

17. 4 号調整池の下流は、谷幅は狭く、深さも浅い。また、川筋も蛇行している。調整池で

集めた水をまかなえないことは明らかである。 

 図表 1-10 に示すとおり、４号調整池からの開発後放流量は現況放流量の 14.6％であり、

下流への放流量は大幅に低減されています。調整池を設置することで、下流域への負担低減

が図られています。下流水路の既設断面は上幅（3.60ｍ）～下幅（1.45ｍ）×深さ（2.31ｍ）

で平均勾配 172.0 パーミリであり水路の流下能力が十分であることを確認済です。 
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図表 1-10 開発前後放流量比較表 

18. 調整池の前面に巨大な盛土が計画されており、豪雨に耐えられず地滑り・崩壊のおそれ

がある。このことにより、調整池の破壊、東谷池の溢流・決壊のおそれがある。 

切土地盤は砂岩泥岩互層の賢固な地盤であり沈下等は考えられません。盛土については、

工事前に試験盛土を行い、土質に応じた含水比や締固め回数などの管理基準を定めたうえ

で、まきだし厚さ 0.30ｍ毎にローラーで転圧し、圧密沈下の安定後次の盛土を行う工程を

繰り返して、沈下がおこらないように施工・管理を行います。盛土材料は、崖錐堆積物もし

くは砂岩泥岩互層であり、三軸圧縮試験結果では C=17KN/㎡、Φ35.9°の値が得られており、

施工機械のトラフィカビリティの確保ができ締固めが実施しやすい地盤です。盛土地盤内

に地下集水暗渠、水平排水層、フトン籠堰堤等の防災施設を配置して、盛土内の地下水位の

上昇を防ぎ、降雨による浸透水を速やかに排除し盛土地盤の安定を図ります。平成 7年の阪

神・淡路大震災において、大規模に埋め立てた盛土造成地で地滑り的崩落による被害が発生

しました。その後有識者検討会を踏まえ平成 18 年 4 月「宅地造成法等規制法の一部を改正

する法律」が施行され、「地下水排除工」「盛土の締固め」「法面安定計算」の項目が追加さ

れました。平成 26年 3月国土交通省「既存の大規模盛土造成地の滑動崩落対策の進捗状況」

の中で東日本大震災において宅地造成等規制法等の改正により技術基準を強化した 2006 年

(平成 18年)以降に造成された宅地においては滑動崩落の被害が発生していないとの報告が

あり、このことからも適切な設計・施工を実施すれば盛土の安定性は図れると考えています。 
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 適切な設計施工に関しては、請負業者および林地開発の手続きとして担保されています。

まず、建設工事の元受けである JFE プラントエンジ株式会社は国土交通大臣許可（国土交

通大臣許可（般・特－27）第 5300 号）の建設業者であり、また東京都知事登録の一級建築

士事務所です。同社は法令・条例に基づき許可され、適切に設計された通りに施工するよう

に義務を負っています。また林地開発許可は、土木工事完了後に林地開発行為完了検査を受

ける手続きとなっており、適切に設計施工されたことが検査されることになります。 

盛土法面は図表 1-1 に示すとおり、1:1.8(30 度)の安定勾配とし、高さ 5m毎に幅 1.5m 

の小段を設置しています。施工に際しては工事前に試験盛土を行い、土質に応じた含水比や

締固め回数などの管理基準を定めたうえで、まきだし厚さ 0.30ｍ毎にローラーで転圧し、

圧密沈下の安定後、次の盛土を行う工程を繰り返して施工を行います。盛土材料は、崖錐堆

積物もしくは砂岩泥岩互層であり、三軸圧縮試験結果では C=17KN/㎡、Φ35.9°の値が得ら

れており、施工機械のトラフィカビリティの確保ができ締固めが実施しやすい地質です。設

計図面に明記しています「地下水排除工」等の防災施設を適切に施工する事で、盛土は十分 

安全であると考えています。 

19. 大規模地震発生が予測される中、盛土の崩壊、地滑りや想定外のことが起こるおそれが

高く、地震に対する適切な対策がとられているか。（南海トラフ大地震、中央構造線直

下型地震） 

 各盛土法面は、平成 18年 4 月「宅地造成法等規制法の一部を改正する法律」で追加され

た「法面安定計算」を常時、地震時において実施しており必要な安全率は確保しています。。

また、平成 26年 3月国土交通省「既存の大規模盛土造成地の滑動崩落対策の進捗状況」の

中で東日本大震災において宅地造成等規制法等の改正により技術基準を強化した 2006 年

(平成 18 年)以降に造成された宅地においては被害が発生していないとの報告があります。

このことからも現在の技術基準に従い、設計・施工を実施すれば盛土の安定性は図れると考

えています。 

また、No 9 で回答している通り、地震による被害の可能性については、専門家である第

三者機関の評価では損害率 4.4％でした。事業者としては地震保険をかけるか、事業費の

4.4％の積立金を行うことで、不測の事態への対応を予算化しています。 
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20. 地震を含めた複合的要因による災害対策の説明や想定がない。 

 調整池の堤体構造計算では、調整池水位と地震時設計震度を以下の各ケースで計算を行

っています。 

 重力式コンクリートダムの設計荷重及び設計震度は以下の通りとする。 

調整池の状態 設計荷重 静水圧対象水位 設計震度 

設計洪水位 自重＋静水位＋泥圧＋揚圧力 HHWL - 

サーチャージ水位 自重＋静水位＋泥圧+ 

地震時慣性力＋地震時動水圧 

＋揚水圧 

HWL K/2=0.06 

常時満水位 自重＋静水位＋泥圧＋ 

地震時慣性力＋地震時動水圧

＋揚水圧 

LWL K=0.12 

建設直後 自重＋地震時慣性力 - K=0.12 

また、我々は、第三者機関を活用し自然災害リスクについて複合的な評価を実施していま

す。対象とする自然災害リスクは、地震、津波、液状化、河川氾濫、高潮、風害、土砂災害、

火山噴火、落雷、雪害の 10 項目です。10 項目の中でリスクが高いとされたのは土砂災害の

みであり、他のリスクは日本全国の他の地域と比較しても低いと評価されています。土砂災

害については No12 で回答している通り、土砂災害区域と重なる部分は残地森林として維

持するもしくは切土により斜度を下げる対策が行われます。

想定外の事象への対応についてコメントを頂いていますが、想定がない中での回答では

ありますが見解を述べさせていただきます。県および市の基準は、過去の自然災害事例、事

例に基づく有識者の最大の想定に基づき設定されており、その基準に基づき設計施工する

ことが林地開発許可の条件となっています。その意味では、有識者が想定できる「想定外」

までは想定して設計がなされています。その上で、過去に例がない自然災害が起こった場合

においても、周辺の住宅地への影響を最低限にすべく事業用地を選定しています。事業用地

から最も近い住宅までの距離は 1.3 ㎞離れています。加えて、当事業用地の南には一山尾根

があり（図表 1-7）、事業用地が崩壊したとしても住宅地へ影響は極めて小さいと考えてい

ます 
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21. 大地震の危険性が高いにもかかわらず、地形・地質調査が十分行われていない。 

 本事業地内の地層構成並びに土質性状等の地盤情報を把握するために、平成 30 年 3 月 5

日から平成 30年 7月 2日までの約４ヶ月間、機械ボーリング、標準貫入試験、岩石地盤の

注水試験、現場試料採取、室内土質試験等の土質調査及び現地踏査を実施しております。 

-15-



Ⅱ. 自然・環境関係 

22 開発により山の生態系（植生、野鳥、獣）が崩れてしまい、絶滅危惧種の鳥類のわた

りや猛禽類等が見られなくなるなどの危惧がある。 

(1)計画地の概況 

計画地は和歌山県北部、和泉山脈西部の麓に位置します。平野部に近く、古くから人為的

影響を受けていると考えられ、エリア周辺を含め多くが、クスを中心とした代替植生で構成

される二次林となっています。さらに針葉樹と広葉樹が混在する混合林も所々に形成して

います。水域としてはエリア西部、南部には細流が存在し、南部には護岸されていない樹林

と連続した溜池が存在します。計画地周辺に広く森林が隣接しており、多くの生物種にとっ

ては局所的な生息場というよりも連続する環境の一部として利用していると考えられます。 

(2)計画地内の重要種 

計画地内で確認された重要種は図表 2-1 のとおりであり、猛禽類ではハチクマ、ツミ、サ

シバが確認されています。 

図表 2-1 計画地内で確認された重要種 

和名 学名 環境省 和歌山県

鳥類 タカ目 タカ科 ハチクマ Pernis apivorus NT NT

ツミ Accipiter gularis NT

サシバ Butastur indicus VU NT

スズメ目 ヒタキ科 キビタキ Ficedula narcissina NT

カササギヒタキ科 サンコウチョウ Terpsiphone atrocaudata VU

爬虫類 カメ目 イシガメ科 ニホンイシガメ Mauremys japonica NT

哺乳綱 コウモリ目（翼手目） キクガシラコウモリ科 キクガシラコウモリ Rhinolophus ferrumequinum NT

哺乳類 ネズミ目（齧歯目） リス科 二ホンリス Sciurus lis NT

ネズミ科 カヤネズミ Micromys minutus NT

昆虫類 トンボ目（蜻蛉目） トンボ科 ナニワトンボ Sympetrum gracile VU NT

ハチ目 ミツバチ科 ナミルリモンハナバチ Thyreus decorus DD

植物 キク ナルトサワギク Senecio madagascariensis 特定

魚類 カダヤシ目 カダヤシ科 カダヤシ Gambusia affinis 特定

両生類 無尾目 アカガエル科 ウシガエル Lithobates catesbeianus 特定

爬虫類 カメ目 ヌマガメ科 ミシシッピアカミミガメ Trachemys scripta elegans 要注意

哺乳類 ネコ目（食肉目） アライグマ科 アライグマ Procyon lotor 特定

環境省：「環境省レッドリスト2017」

　EX：絶滅、CR：：絶滅危惧ⅠA類　EN：絶滅危惧ⅠB類、VU：絶滅危惧Ⅱ類、NT：準絶滅危惧、LP：地域個体群 

和歌山県：「和歌山県レッドデータブック―【2012改訂版】」　

EX：絶滅、EW：野生絶滅、CR+EN：絶滅危惧Ⅰ類、CR：絶滅危惧ⅠA類　EN：絶滅危惧ⅠB類、VU：絶滅危惧Ⅱ類、NT：準絶滅危惧、

DD：情報不足①注目種　②現状不明種　

外来種：我が国の生態系等に被害を及ぼすおそれのある外来種リスト

外来種目 科分類群
種名 重要種
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(3)本事業での動植物の保全について 

本計画地は多くの生物種にとって周辺の連続する環境の一部として利用されていると考

えられ、事業遂行にあたり、影響をできる限り小さくするためには、多くの森林を残すこと

が最重要と考えています。本事業では約 50％の森林を残す計画とし、周囲の森林との連続

性を考慮して太陽光パネル配置エリアを残置森林で囲うようにしています。また、調整池に

ビオトープを創出し、多様な種が生息できるように配慮します。 

本事業での環境保全措置は以下のとおりです。絶滅危惧種の鳥類のわたりや猛禽類への

影響については実際に事業を開始してみないと正確な影響の程度を把握できませんが、で

きる限り影響を低減する努力をしたいと考えています。 

【環境保全措置】 

・計画地周辺部は開発部分と森林部分とのバッファーゾーンとして緑地を確保します。

このことで猛禽類をはじめ多くの鳥類、哺乳類が計画地内周辺部を含めたエリアを

継続して生息場所として利用できると考えられます。特に尾根筋にあるマツ等の樹

木はミサゴ、サシバ等猛禽類の営巣木として利用される可能性があること及びわた

りの経路の確保する必要があるため保存します。 

・計画地南側の池の周囲の改変は行いません。 

・キクガシラコウモリの保全策として計画地内に予定している調整池排水路等の工作

物の一部を生息場所としての提供を検討します。また、排水路上部は鉄製の網による

止まり場（簡易なコウモリピット）を天端への設置を検討します。 

・ビオトープについては調整池を水際とし、工法については以下の点に留意して施工す

ることを計画しています。 

調整池の水際は連続性（エコトーン）を創出し、湿地、草地、樹林のバランスの

とれた水辺環境 （多様な生態系の基盤創出）を目指します。 

ビオトープ周辺の植生については計画地内の植物を移植し、草地及び水辺環境

を整備します。 

調整池の水際はストーンネット等を用いた多孔質な構造を持たせ、水生生物の

水中での生息場所を確保します。 

ビオトープは調整池及びその周辺の 4ヶ所に創出する計画です。 

ビオトープ施工後は継続して調査を実施し、結果に基づき管理手法を修正して

いくことも検討します。 
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23 ビオトープの検討場所は、中央に道路が敷設されているところや尾根部に線上に残

されるところのみであり、特に大型動物にとっては保全環境として機能しない。 

ビオトープの設置場所は調整池を計画していますので、道路が敷設されているところや

尾根部ではありません。 

ビオトープについては調整池を水際とし、工法については以下の点に留意して施工する

ことを計画しています。 

調整池の水際は連続性（エコトーン）を創出し、湿地、草地、樹林のバランスの

とれた水辺環境 （多様な生態系の基盤創出）を目指します。 

ビオトープ周辺の植生については計画地内の植物を移植し、草地及び水辺環境

を整備します。 

調整池の水際はストーンネット等を用いた多孔質な構造を持たせ、水生生物の

水中での生息場所を確保します。 

ビオトープは調整池及びその周辺の 4ヶ所に創出する計画です。 

ビオトープ施工後は継続して調査を実施し、結果に基づき管理手法を修正して

いくことも検討します。 

ビオトープには高茎草地環境も整備し、大型動物にも生息可能な環境を創出したいと考

えております。 

24 森林伐採により住宅街に動物（カラス、イノシシ等）が侵入してくるおそれがある。

同様のご懸念は住民説明会・意見交換会でも頂いています。もしイノシシ、アライグマな

どが住宅街に下りてくるということがあれば、地元猟友会、市役所等と相談の上、残地森林

内に檻の設置を行います。 

25 希少種の対策としてビオトープを作るとの説明があったが、小規模なビオトープは

土砂で埋め立てられることが容易に予測される。 

ビオトープの設置場所は調整池を計画していますので、定期的に浚渫を行うため土砂で

埋め立てられることはないと考えます。なお、ビオトープ施工後は継続して調査を実施し、

結果に基づき管理手法を修正していくことも検討しております。継続して生息・生育環境が

維持できるように管理し、創出したまま放置するようなことはしません。 
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26 開発地域下流にあるホタル生息地がなくなることが危惧される。 

ホタルの保全には、流量、水質、水際部の植生及び空間の保全が必要となります。流量に

ついては、水を一度に大量に流さないこと、水質については濁水（本事業に関わる項目）を

流さないことが重要と考えられます。流量は、本計画では一度に大量の水を排出することは

なく、また、濁水の発生についても計画地側の調整池での沈降などにより濁水の発生は低減

されることから、ホタルへの影響を極力低減する計画となっておりますので、影響はほとん

どないと考えています。計画地内の東谷池下流の河川に関しては地形等の改変も加えずそ

のまま現状を保存する計画となっておりますので、現状環境が維持されるものと考えてい

ます。 

なお、本事業での調査ではホタルの調査は実施しておりませんが、地元の方に確認したと

ころ、東谷池周辺、池から打手川に流れる水路含め、数年前に行われた護岸工事、水路の補

強工事によりコンクリートで覆われてからはホタルが産卵できるような草木がなくなって

しまい、それ以降、生息は確認できなくなったそうです。少なくとも直近 3年以内は確認で

きていないそうです。 

27 環境アセスメントの「動物調査」の内容は極めて杜撰なものである。（調査の方法や

判断の根拠が不明である。明らかに誤りと考えられるものが存在する。） 

市条例の縦覧図書（事業計画の案）に添付しておりました資料では具体的な調査方法等が

記載されておりませんでした。環境調査報告書では調査方法等、詳細に示しておりますので

ご確認ください。 

現地調査は、夏季から冬季にかけて実施しています。調査時期が夏季、秋季、冬季とした

ことから、他の季節や出現時期を補完するために、現地調査に併せて既存資料調査について

も実施しております。既存資料（和歌山県レッドデータブック、紀ノ川における河川水辺の

国勢調査）では和歌山市、紀北に分布情報がある重要種を整理しています。 

調査手法等は、添付資料の環境影響調査報告書をご確認ください。 

既存資料調査では、紀ノ川水系において過去に確認された動植物リスト・和歌山県レッド

データブックに上がっている種から、現地の地形や環境を考慮し確認の可能性がゼロでは

ないと判断したものを記載しております。 

（添付資料：環境調査報告書（動植物・生態系）） 
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28 ビオトープ予定地のうち、尾根部は乾燥が激しく、多くの動物にとって移植地になり

えない。 

尾根部にビオトープは計画していません。調整池に計画しています。 

なお、調整池に創出したビオトープは継続して調査を実施し、結果に基づき管理手法を修

正していくことも検討しております。継続して生息・生育環境が維持できるように管理しま

す。 

29 ビオトープは常時、維持管理が必要であるが、このことに関する検討が文面から読み

取れない。 

ビオトープ施工後は継続して調査を実施し、結果に基づき管理手法を修正していくこと

も検討しております。継続して生息・生育環境が維持できるように管理し、創出したまま、

そのまま放置するようなことはしません。 

※弊社の長野県諏訪市で実施している太陽光発電施設において、地元の自治体、小学生等

と自然環境の実態や再生可能エネルギーについての理解を深める交流を実施していま

す。本施設においても実際の環境の現場においてビオトープに集まる生物等の調査な

ど、地元の小学生等とコミュニケーションを図っていきたいと考えています。ビオトー

プは継続して調査を実施して、調査結果をもとに管理手法を修正していくことでより

よい環境が創出されると考えられますので、ビオトープの方法等の検討など環境教育

の一環として利用され、本事業が一助になれば幸いと考えております。 

30 紀の国大橋上から、近大付属と太陽光パネル（目良建設）を含むように写真を撮り、

景観予測結果を公表してもらいたい。 

紀の国大橋からの景観予測結果は、環境影響調査書及び住民説明配布資料にて示してお

ります。（図表 2-2 参照） 

-20-



◆紀の国大橋南：国道 26号線 

【現況】 

【パネル設置後】 

図表 2-2 紀の国大橋からの景観予測結果

近大付属
目良建設 
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31 「黒いパネルを使用し、目立たなくする」との説明であったが、設置規模からどうし

ても目立つと考える。 

パネルを多く配置するため、黒く塗られたような景観が出現されると考えています。目立

つか、目立たないかでいえば、範囲が広いので目立つと考えられますが、できる限りの景観

への影響を低減するため、太陽光パネル設置に影響のない範囲について現存の植生を残し、

現況景観からの変化の程度を極力小さいものとします。 

また、太陽光パネルの色彩は黒色、濃紺色、または低明度かつ低彩度の目立たないものを

使用するなど、「太陽光発電設備等の設置に関する景観ガイドライン」（平成 30年 4月、和

歌山市都市建設局都市計画部まちなみ景観課）に適合するものを採用し、景観への影響を低

減します。本事業では太陽光パネルの色彩は黒色を採用する計画としており、他の色の太陽

光パネルやアルミ色のフレームが入った太陽光パネルを使う場合に比べて、景観への影響

を低減しております。 

32 除草剤の散布により紀の川が汚染される。 

除草剤は使用しません。洗堀等の防止にも役立つため低位植物による植栽を行い、背丈の

伸びる雑草の成長を押さえます。また、年 2回（梅雨から夏にかけて）の除草を人手にて行

います。除草マニュアルを作成し、パネルに影の影響がでないように除草します。例えば 

影の影響が出ない除草範囲は次の通りとなる。 

(1) アレイ最下端部から 0～1m の範囲は、草の高さを架台の下端以下に抑えること。 

(2) アレイ下端端部より 1m～2m の範囲は、草の高さを XXcm 以下に抑えること。 

（中略） 

(5) アレイ下の草は、パネル上面に突き抜けない高さに抑えること。 

(6) 接続箱付近 1m の範囲は、草の高さを XXcm 以下に抑えること。 

つまり、事業用地のすべての草を短く除草することは行わず、発電および維持管理に影響が

出ない範囲で効率的に除草を行います。他の案件では、50 ヘクタールのパネル設置エリア

の除草を 9名の作業員により 15 日間で完了しています。本事業用地のパネル設置エリアは

約 30ヘクタールであり、十分実施可能と考えています。除草費用は事業計画の中で予算化

されています。 
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33 汚水・泥水発生の恐れがある。 

工事中は樹木の伐採、切盛造成工事により、雨水排水の流出に伴い濁水(SS)の発生が想定

されますが、先行して調整池、仮設沈砂池工事を行い下流域への濁水の影響を低減します。

濁水は調整池、仮設沈砂池にてある程度沈降し、著しい濁度の濁水は発生しないと考えてお

ります。 

供用後は調整池により下流域への濁水の影響を低減します。また、供用時は除草剤を使用

しませんので、農薬等の物質が排水されることはありません。 

34 パネルによる周囲の温度上昇・反射光の不安がある。また、パワコンからの電磁波の

影響も不安である。 

(1)温度上昇について 

パネル周囲の温度上昇については、近年の事例では、太陽光パネル設置エリアは周囲に比

べて気温が上昇することが確認されています。本事業地から住宅地までは尾根を一つ越え

ることから、住宅地への温度上昇はないと考えています。 

なお、他のサイトでの温度測定結果では、気温が 30℃を超える昼間でパネルの温度は約

65℃となります。空気への熱伝導を考えると周辺の気温への影響も限定的と考えられます。

実際、同サイトでは温度計もサイト内に設置しており、パネル温度の上昇により大きな影響

があるというデータにはなっていません。 

また、最近の事例（他県のアセス事例で縦覧期間は終了している案件）では設置後の気温

調査によると、太陽光パネルにより温められた空気は、風により樹林帯を通過することによ

り周囲と同一の気温となると報告されており、本事業では周囲の森林は残す計画とし、計画
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地外では気温の変化はないように配慮していることから、住宅地への温度上昇はないと考

えています。 

(2)反射光について 

反射光については、太陽光パネルは南面を向いており、日中は住宅地のある南側への反射

光はありません。図表 2-3、2-4 に示すとおり夏至では朝の早い時間又は夕方の遅い時間に

一部反射がありますが、太陽光パネル設置範囲の周囲には残置森林があることから、反射光

の影響はほとんどないと考えております。 

LG 電子からの書類によると太陽光パネルに適用する AR ガラスは反射しないコーティン

グが施されており、反射率が 2.85％まで抑えられています（通常のガラスの反射率は 4％）。 

(3)電磁波の影響について 

パワコンからの電磁波の影響については、人家まで約 1.3km 離れており、パワコンからの

電磁波の影響はほとんどないと考えられます。  

図表 2-3 太陽光パネル反射光の予測結果 

時刻 冬至 夏至 春秋分 

6 時 日の出前 反射光あり 日の出前 

7 時 日の出前 
反射光なし 

（上方反射） 
反射光なし 

（上方反射） 

8 時 
反射光なし 
（上方反射） 

反射光なし 
（上方反射） 

反射光なし 
（上方反射） 

9 時 
反射光なし 
（上方反射） 

反射光なし 
（上方反射） 

反射光なし 
（上方反射） 

10 時 
反射光なし 
（上方反射） 

反射光なし 
（上方反射） 

反射光なし 
（上方反射） 

11 時 
反射光なし 
（上方反射） 

反射光なし 
（上方反射） 

反射光なし 
（上方反射） 

12 時 
反射光なし 
（上方反射） 

反射光なし 
（上方反射） 

反射光なし 
（上方反射） 

13 時 
反射光なし 
（上方反射） 

反射光なし 
（上方反射） 

反射光なし 
（上方反射） 

14 時 
反射光なし 
（上方反射） 

反射光なし 
（上方反射） 

反射光なし 
（上方反射） 

15 時 
反射光なし 
（上方反射） 

反射光なし 
（上方反射） 

反射光なし 
（上方反射） 

16 時 
反射光なし 
（上方反射） 

反射光なし 
（上方反射） 

反射光なし 
（上方反射） 

17 時 日没後 
反射光なし 

（上方反射） 
反射光なし 

（上方反射） 

18 時 日没後 反射光あり 
反射光なし 

（上方反射） 
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図表 2-4 太陽光パネル反射光（地形・樹木影響は考慮していない） 
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35 パネルの存在により環境が損なわれ、圧迫感を受ける。 

民家からパネルまでは相当の距離があるため、圧迫感を受けることはないと考えられま

す。眺望景観については、パネルを多く配置するため、黒く塗られたような景観が出現され

ると考えています。目立つか、目立たないかでいえば、範囲が広いので目立つと考えられま

すが、できる限りの景観への影響を低減するため、太陽光パネル設置に影響のない範囲につ

いて現存の植生を残し、現況景観からの変化の程度を極力小さいものとします。 

また、太陽光パネルの色彩は黒色、濃紺色、または低明度かつ低彩度の目立たないものを

使用するなど、「太陽光発電設備等の設置に関する景観ガイドライン」（平成 30年 4月、和

歌山市都市建設局都市計画部まちなみ景観課）に適合するものを採用し、景観への影響を低

減します。 

36 森林伐採、自然環境破壊に反対する。壊してしまった自然を元に戻すことは困難であ

る。 

まず、私共は事業のために計画事業地の半分の約 30ヘクタールについては森林を伐採し、

パネルを設置します。しかしながら、残り半分は森林として残し、またこれまで述べたよう

にできる限りの動植物の生息環境を作り、事業の利益を使って、里山機能を維持していく計

画です。 

計画事業地は、いわゆる「里山」でありますが、里山というのは適度に人が手を加え、維

持管理をすることによって、動植物の生息や、治水を含めた防災のための機能が維持される

ものであり、自然をそのまま手を加えずに放置していれば、必ず山は枯れ、その機能が日々

低下していきます。残地森林の維持管理は適切に行い、健全な森林が維持されるように適度

に間伐、択伐を行っていきます。今回の計画事業地は、以下の図表 2-5 の通り、昭和 54 年

頃に開発・造成された区域とほぼ重なる区域であり、その際、一度森林は伐採されておりま

す（以下写真参照）。その後、花木組合が中心となって草木を植え、里山として維持管理し

てきたものであり、花木組合が後継者不足で今後の維持管理ができないという状況の中で、

この山を放置しておくことの方が問題ではないかと、私共は考えております。 

 太陽光発電事業が終了した後は、発電設備の撤去を行い、植樹します。確かに数十年とい

う時間は要しますが、適切に管理することで山林がもとに戻る例は日本でも多くみられま

す。 
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図 2-5 昭和 54 年頃に造成された範囲と、今回造成予定の範囲の重ね図 

最後に、森林伐採・自然環境破壊に反対という意見は承った上で、私共の見解を述べさせ

ていただきます。自然破壊の議論は、人々の生活・経済活動とのバランスの中で議論される

べきだと考えています。また、地球温暖化による自然災害により森林や自然が壊される例も

実態としては存在します。そうした意味から、確かに本事業で一部森林は伐採致しますが、

地球規模で見れば、太陽光発電事業は必要なものであると考えられます。あまり認識されて
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いない事実ですが、日本における 2017 年度の電力供給は、87.7％が温室効果ガスを大量に

排出する化石エネルギー（天然ガス、石炭、石油）による発電となっており（図表 2-6 一

次エネルギー国内供給の推移を参照）、太陽光発電はこれらを代替する目的で、日本および

世界で普及の推進が行われています。本事業の目的は、温室効果ガスの発生を抑制できる再

生可能エネルギーの推進に寄与することであり、本事業により年間で約 16,000 トンの CO2 

発生を低減できることができます。何卒、ご理解賜れれば幸いかと存じます。 

図表 2-6 一次エネルギー国内供給の推移 

（出所：エネルギー白書 2019） 

37 切土・盛土による地形変更に伴う悪影響の不安（景観や水質の悪化、土砂災害の不安

など）が拭いきれない。 

(1)景観について 

眺望景観については、パネルを多く配置するため、黒く塗られたような景観が出現される

と考えています。目立つか、目立たないかでいえば、範囲が広いので目立つと考えられます

が、できる限りの景観への影響を低減するため、太陽光パネル設置に影響のない範囲につい

て現存の植生を残し、現況景観からの変化の程度を極力小さいものとします。 

なお、作成したフォトモンタージュについては、切土・盛土による地形変更を考慮してい

ます。 

また、太陽光パネルの色彩は黒色、濃紺色、または低明度かつ低彩度の目立たないものを
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使用するなど、「太陽光発電設備等の設置に関する景観ガイドライン」（平成 30年 4月、和

歌山市都市建設局都市計画部まちなみ景観課）に適合するものを採用し、景観への影響を低

減します。 

(2)水質について 

工事中は樹木の伐採、切盛造成工事により、雨水排水の流出に伴い濁水(SS)の発生が想定

されますが、先行して調整池、仮設沈砂池工事を行い下流域への濁水の影響を低減します。 

供用後は調整池により下流域への濁水の影響を低減します。また、供用時は除草剤を使用

しませんので、農薬等の物質が排水されることはありません。 

(3)土砂災害について 

土砂災害については、Ⅰ土砂災害・水害関係の NO1、2 で回答しましたように、2006 年

(平成 18 年)に宅地造成等規制法等の改正により強化された技術基準に基づき適正に設計・

施工を実施すれば盛土の安定性は図れると考えています。 
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Ⅲ. ソーラーパネル、架台関係 

38 有田川町で台風によりパネル飛散があった。説明会で事業者は「台風のときに太陽光

パネルは飛ぶ。しかし、○○（地区名）には飛ばない」と発言したが、飛ぶことを認識し

ながら、何ら具体策をとっていない。 

まず、パネルを設置する架台の設計基準は JIS C 8955(2017)により行います。設計条件

は、下記となります。設計条件にあるように、当事業用地では風圧力の基準風速は 34m/秒

と規定されています。この条件で設計荷重を設計することにより約 1.7 倍程度の風（約 60m/

秒）には、耐えうると推定されます。 

架台の設計は、経済産業省の近畿経済産業局に提出し、審査を受け承認されます。（図表

3－1 参照）。実際に、造成後に各エリアの地盤調査を行い、これに基づき、杭・架台の設計

を行います。また、試験杭を設置し、引き抜き、押し込み、水平強度を測定し、設計値を満

足することを確認します。この結果を、近畿経済産業局に工事計画として提出し承認を取り

ます。

１．設計条件

(1)　施工場所 和歌山市善明寺字長谷656-1　他

(2)　基準風速 Vo＝ 34 m/s

(3)　地表面粗度区分 Ⅱ

(4)　地上垂直積雪量 0.3 ｍ

(5)　設計用水平震度 0.3

(6)　適用基準

・太陽電池アレイ用支持物の設計用荷重算出方法（JIS C 8955：2017）

・建築基準法施工例

・軽鋼構造設計施工指針・同解説（日本建築学会）

・アルミニウム合金造技術規準解説及び設計・計算例

　　　　　　　　　　　　　（国土交通省国土技術政策総合研究所他）

他
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図表 3－1 電気工作物に関する主な行政手続き

また、保険コンサルを通じて、過去の台風におけるパネル飛散の被害について調査しても

らいました。過去の事例では、パネルが架台から外れることはあっても敷地外にパネルが飛

散している例はありませんでした。パネルの重量は約 17 ㎏-20 ㎏です（パネルサイズによ

ります）。その重量物が敷地外もしくは居住地（最も近い住宅まで 1.3 ㎞）まで飛散するこ

とは過去の台風の風速と設計基準から考えて極めて低いと考えられます。

他方で、経済産業省が平成 28 年 4 月 27 日に一般社団法人太陽光発電協会に「一般用太

陽電池発電設備に対するパネル飛散防止に係る周知について」と題する書面を送付してい

ます。事業者としては真摯に受け止め、以下の対策を実施します。パネルの飛散は、取り付

けボルト等のゆるみが主な原因です。

〇施工完了時は、締め付けトルク等を測定しかつマーキングをします。

〇長期的にゆるみ等の発生を検出するために、定期的な点検・メンテナンスを行う際に架

台のねじのゆるみ等がないか確認するようにマニュアル化することにします。取り付

けボルトのゆるみをチェックし、緩んだところは補正します。
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図表 3－2 パネル飛散の例（平成 27 年 8 月 台風 15 号によるもの）

（出所）経済産業省 

39 盛土の脆弱な地盤にパネルを設置するのは危険である。また、沈下のおそれがあ

る。 

架台、杭の設計は、経済産業省の近畿経済産業局に提出し、審査を受け承認されます。

（上記図表 3－1参照）。造成後に各エリアの地盤調査を行い、実際の地盤の調査結果に基

づき、杭・架台の設計を行います。また、試験杭を設置し、引き抜き、押し込み、水平強

度を測定し、設計値を満足することを確認します。この結果を、近畿経済産業局に工事計

画として提出し承認を取ります。従って、盛土により切土のエリアと比較して地盤が脆弱

であったとしても、その地質データにより設計するため、他のエリアと比較して危険とい

うことはありません。 

盛土の沈下の恐れについてご説明します。盛土は、工事前に試験盛土を行い、土質に応じ

た含水比や締固め回数などの管理基準を定めたうえで、（建築基準法（令第５条３項）に従

って）まきだし厚さ 0.30ｍ毎にローラーで転圧し入念な締固めを行い、圧密沈下の安定後

次の盛土を行う工程を繰り返して、沈下がおこらないように施工・管理を行います。計画地

での盛土材料は、崖錐堆積物もしくは砂岩泥岩互層であり、三軸圧縮試験結果では C=17KN/

㎡、Φ35.9°の値が得られており、施工機械のトラフィカビリティの確保ができ締固めが実

施しやすい地盤です。 

40 基礎を作らず、パネルを鉄のボルトで止めるというのは無謀な計画。 

 太陽光パネルの設置架台で、コンクリート基礎が使われている事例があります。コンクリ

ート基礎は平らな事業用地で用いられる工法であるため、コンクリート基礎の下に滑り防

止の杭は設置されていません。今回の事業用地のような傾斜面においては、スベリ等の対策
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がなく、むしろ危険と考えられます。また、38 項で述べたように、杭の設計は、経済産業

省の近畿経済産業局に提出し、審査を受け承認されます（上記図表 3－1 参照）。実際に、造

成後に各エリアの地盤調査を行い、これに基づき、杭・架台の設計を行います。また、試験

杭を設置し、引き抜き、押し込み、水平強度を測定し、設計値を満足することを確認します。

この結果を、近畿経済産業局に工事計画として提出し承認を取ります。したがって、今回の

架台の設計は、公的機関での確認および承認を得ているものになり、「無謀な計画」と認識

されるものではないと考えます。

41 パネル破損により、有害物質の流出、放電や発熱の危険がある。事故等発生時の対策

が未定になっている 

有害物質の流出についてですが、パネルが自然災害により破損した場合の有害物質ハン

ダ（鉛）は、ペット製のシール材で密閉されており流出しません。また、放電や発熱対策で

すが、火災発生等が起こらないように、下記の通り対策を実施します 

〇配線方法及び振れ防止策 

パネルの配線、ケーブルの配線は、ハンガー・固定金物等により固定し揺れ等により傷

がつかないように配線します。幹線は、鋼製のケーブルラックに収納し、外部からの損

傷がないよう設置しかつ容易に人が触れないように施工します。 

〇事故時の電気の遮断 

例えば、落雷による地絡、他の理由による短絡（ショート）などにより一部で漏電した

場合でも、接続箱、集電盤、パワコンのそれぞれにブレーカー、ヒューズが組み込まれ

ており、漏電等事故時にはブレーカーが落ちるか、ヒューズが切断され通電しなくなり

ますので、漏電による火災は発生しないように設計されています。 

〇モニタリング・システムによる常時監視および月次点検によるパネル破損の検出 

太陽光発電所は、遠隔にてモニタリング・システムによる発電状況を確認しており、発

電していない故障パネルは随時検出しています。パネルの破損がある場合は、予備パネ

ルとの交換を速やかに実施します。また、月次点検にてパネルの状況を目視により確認

しますので、パネルの破損があれば報告され、予備パネルとの交換を行います。 
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42 パネル自体を作るときに温室効果ガスが発生する 

太陽光パネル製造時には一定量のエネルギーが必要で、それに伴う CO2の排出もあります。

この投入エネルギーの回収と、製造時排出分の CO2削減に必要な時間は、それぞれ「エネル

ギーペイバックタイム(EPT)」「CO2ペイバックタイム(CO2PT)」と呼ばれ、これらがシステム

の寿命に比べて十分短くなければなりません。 

技術革新の途上にある太陽光発電では、EPT も CO2PT も年々急激に短くなってきているこ

とから、製造時に投入されたエネルギーや排出された CO2は使い始めて数年で相殺できます。 

図表 3-3 に示すとおり独立行政法人産業技術総合研究所の資料（平成 19年 7 月資料）で

は、事業開始後 2年未満で相殺できることとなります。 

図表 3-3 独立行政法人産業技術総合研究所の資料 

産総研資料：太陽光発電のエネルギーペイバックタイム・CO2ペイバックタイムについて（平成 19年 7月） 

43 パネル設置による日照の減少。 

 パネルは敷地内のみ設置のため、パネルによる日照の減少等の影響は、敷地外にはありま

せん。 
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Ⅳ. 工事車両・工事関係 

44 工事車両の通行により、道路の破損、騒音・粉じん、通学に対する危険がある。また、

振動による家屋の被害も考えられる。

・工事車両による粉塵、泥はね、騒音、振動等への対策について

工事場所出口には、泥落とし装置を設置し、全ての車両はきれいに泥を落としてから、 通

行することとなります。 

住宅地の道路に関しては、都度目視で点検を行い、万一工事車両の通行による汚れが見 

つかった場合は、散水車で掃除、それでも汚れが取れない場合は、手作業で掃除を実施する

ことを計画しています。その際には、通行人にご迷惑とならぬよう最大限の配慮を行います。 

住宅地付近では、徐行運転を心がけ、騒音や振動、あるいは空気の汚れが発生せぬよう、 

最大限配慮することをお約束します。  

車両通行によって、影響が出る可能性がある家屋について、事前に家屋調査を行い、現 状

を把握します。家屋に不具合・被害が生じた場合には、直ちに調査に入り、工事車両 の通

行と因果関係が認められる場合は、その被害に対し、復旧のための費用を全額補償します。

そのための保険に加入します。具体的な内容、手順につきましては、工事計画 が決まった

後に開催される「工事説明会」にてご案内予定です。 

該当地域の交通量調査は、複数箇所で再度実施し、その調査データを元に、工事車両によ

る渋滞が発生せぬよう、交通量の分散化などの施策を講じます。 

・安全確保の体制について

運行ルートとなる紀の川東洋台自治会からご意見いただき、追加の交通量調査の実施を 

行い、現状を把握します。

学校の通学路であることは十分承知しており、通学時間帯の運行は極力なくすなど、学 

生の安全のために配慮することとしております。見通しが悪く、事故発生の可能性がある地

点には、ガードマンを適切に配置し、また、交通量の分散などを図り、事故が起こらないよ

うに万全を期します。  

工事用車両の運行ルールや、具体的なガードマンの配置方法につきましては、工事業者 

が決定し、工事計画を立てる中で実施を予定しております工事説明会の中で、該当する 地

域住民の皆様とご相談させて頂きます。また該当する各学校、幼保育園とも相談する 予定

です。 
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45 現状の宅地の地盤と家屋の調査を実施し、「工事により悪化した場合は補償対象とす

る」旨の誓約書を作成してもらいたい。 

車両通行によって、影響が出る可能性がある家屋については、事前に家屋調査を行い、現

状を把握します。家屋に不具合・被害が生じた場合には、直ちに調査に入り、工事車両の通

行と因果関係が認められる場合は、その被害に対し、復旧のための費用を全額保障します。

そのための保険に加入します。トラックからの振動により家屋への影響が出る場合は、地震

や老朽化などの理由との切り分けを行い、因果関係を明確にすること必要になると考えら

れます。具体的な内容、手順につきましては、工事計画 が決まった後に開催される「工事

説明会」にてご案内予定です。 

今後も、事業者としていただいた質問に対して真摯にお答えし、許認可後には工事説明

会の実施、個別の自治会による要望があれば面談を設定させていただきます。引き続き、

住民の皆様のご不安を解消すべく、対応していきたいと考えています。 

46 交通対策として、通学時間帯を避けることや道路への散水が述べられたが、交通量

の調査内容が不正確であり、住民が水に濡れた道路を通らなければならないことに憤り

を感じる。 

交通量の調査内容が不正確とのご意見ですが、住民説明会でも同様の意見を頂き、もう少

し多くの箇所で、特に渋滞に関して調査をして欲しいというご要望があったものと理解し

ております。すでに、地元住民の方々のご要望に沿った形で、交通量調査を実施致しました。

追加実施地点は下記の図表 4-1 にて実施しています（地元の方のご意見としてビデオカメ

ラ調査ができない場所では人調査に切り替えています）。その調査データを元に、工事車両

による渋滞が発生せぬよう、交通量の分散化などの施策を講じる方針です。 

尚、道路への散水については、あくまで道路が汚れた際に、その部分について行うもので

あり、常時、住民の方々が濡れた道路を通らなければならないという訳ではございません。

道路が汚れぬように、最大限の配慮を致しますが、万一道路が汚れ、それを散水車で清掃す

る状況となった際は、ご容赦頂ますようお願い申し上げます。 
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図表 4-1 交通量調査の追加実施地点 

47 工事で伐採した樹木はどのように処理するのか。 

樹木については、根を残さず伐根します。抜根した樹木の処理方法については、工事計

画を具体化する中で最終決定致しますが、場内にてチップ化し、場内処理（残置森林にて

分解させる）するか場外搬出（バイオマスエネルギー事業者に売却）するか、あるいは伐

採樹木をそのまま産業廃棄物として処理するか検討しているところです。すでに、和歌山

県御坊市でバイオマス発電所を開発中の事業者とは覚書を締結し、チップの引取条件につ

いての協議も行っています。協議がまとまれば、①本来、産業廃棄物として処理されるも

のが、再生可能エネルギー推進の一翼を担うバイオマス発電所の燃料として利用され、結

果として産業廃棄物の量を減少させることができる、②買取企業が和歌山県内の会社であ

り、地元貢献の一助となる、などの多くのメリットがあると考えます。 

48 切土、盛土それぞれ何トンずつ処理するか。足りない土砂はどこから調達するか。 

切盛りする土量は、切土 1,985,440 ㎡、盛土 2,605,280 ㎡となっており、土量変化率

を考慮すると、切土、盛土でバランスが取れるよう設計しております。従って、土を場外

に運び出す、あるいは場内に運び入れることは計画されておりません。 
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49 パネルが設置される敷地の整備は行われるか。 

工事については、まずは調整池等の防災設備の施工から開始し、樹木の伐採・伐根、造成

（土の切り盛り）を行い、パネル架台の設置ができるように敷地の整備を行います。そして

造成した箇所に太陽光パネルの敷設工事、電気設備工事という順序で行います。
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Ⅴ. 事業管理、災害補償等 

50 早期撤退や他社への権利の転売のおそれがある。事業期間中に経営が頓挫した時も

保証してくれるのか。 

長期的な事業運営についてご説明します。匿名組合出資者である SUN ホールディングス

は、最低 20 年間この事業を維持することをコミットしています。長期にわたる事業であり

地域貢献を含めて地元の方々との共生を図って行きたいとの考えで本事業を行っています。

また、同社は日本で設立された会社であり、日本での納税を行っており、外資系企業ではあ

りません。共同出資者も国内大手金融機関と交渉しており、長期保有を出資の条件としてい

ます。アセット・マネジメントを担当する GI キャピタルも長期に資産管理していくことを

方針としています。 

まず、事業期間中に経営が頓挫する可能性を低くする手当てがされています。和歌山太陽

光合同会社は、太陽光発電事業を行う目的のみで設立された会社です。他の事業を行わない

ことも融資契約で規定されており、他の事業の不振により経営が頓挫する可能性を排除し

ています。また親会社の倒産からの影響がないように、倒産隔離しています。倒産隔離する

ために、一般社団法人に社員持ち分を保有させています（図表 5-1 和歌山平井太陽光発

電事業の関係当事者を参照）。この方法により、万が一、親会社が倒産した場合に和歌山太

陽光合同会社が一緒に倒産するような事態は避けることが可能になります。 

図表 5-1 和歌山平井太陽九尾発電事業の関係当事者 

上記のように太陽光発電事業のみを行い、倒産隔離をしているため、事業が破綻する場合

は、大幅な天候不順による日射量不足により売電収入が低下し、借入金の元利返済、保守・
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維持費用などの不払いによることが可能性としてはあります。この場合の対応は融資契約

で詳細に規定されていますが、融資銀行が担保実行を行い、融資銀行主導で事業の立て直し

が行われます。融資銀行主導のもと、既存または新規の保守・管理の請負業者、アセット・

マネジメント会社が発電所の管理（調整池の管理を含む）を継続して行うことになります。

融資銀行が主導になった場合でも、事業終了後の発電設備の撤去、植樹などの義務は履行さ

れます。 

51 売電価格が下がってもコストダウンにより事業は成立するとの回答ではあったが、

コストダウンによる計画変更の説明がなかった。 

固定買取価格が 32円から 21円に低下した場合の事業計画についてご説明します。まず、

初期費用（工事費用、開発費、金融費用、事業用地の取得費用など）の削減を行います。た

だし、事業の安全に必要な防災工事、JIS 基準に準拠する設計に基づく電気工作物の施工に

関する費用を大幅に削る考えはありません。また、運営費（保守・管理費用、金融費用、ア

セット・マネジメント費用等）の削減も同時に行います。運営費も安全管理に関わる部分に

費用の大幅な削減は行わない考えです。結果として、当初計画していた事業利益についても

低下することになりますが、最低限の事業採算は維持できると考えています。 

事業計画の詳細は守秘義務の対象になる内容であるため、具体的な数値の開示について

はご容赦いただけますよう、ご理解お願いします。 

52 事業終了後の設備の撤去、現状復旧を確実に行う証拠を示してもらいたい。 

当社が事業から撤退する場合は、設置した太陽光パネル等の設備は適切に廃棄し、植林等

を行い、自然回復を図ります。そのための費用については、経済産業省が出しているガイド

ラインに基づき義務化されている撤去費用積立金（資本費の 5％）を積み立てます。積立金

は「撤去費用積立金口座」に分別して管理され、撤去費用以外の目的で引き出せないように

契約で規定されます。 

 本事業は 10MWp を超える太陽光発電所であるため、和歌山太陽光合同会社は発電事業者

として経済産業大臣への届け出が義務化されています（図表 5－2 電気工作物に関する主

な行政手続きを参照）。すべての発電事業者は、毎年経済産業省に財務計算に関する書類の

提出が義務付けられています。撤去費用の積み立てについても第三者による確認が行われ

ることになります。 
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図表 5－2 電気工作物に関する主な行政手続き

53 事業終了後の調整池の補修・維持管理、山の管理等についてどのように対応するの

か。責任の所在はどうなるのか。（産廃処分場への転化の不安もある） 

事業終了後の調整池を含んだ当事業地の維持管理については、土地所有者として最低限

の維持管理責務は果たしていきたいと考えております。事業終了後の他の事業の計画は現

時点では検討されていません。どんな事業が行われるのであれ、法令、条例等の順守は必要

であり、近隣住民の皆様への周知がないままに許認可事業が行われることはありません。 

54 災害や事故発生時の対応は。また、補償はあるのか。 

災害や事故発生時の対応は、保守・管理の JFE プラントエンジ株式会社が全体の対応を

行います。また、緊急時の現場での対応は、平井地区にある企業への業務委託をする予定で

す。加えて、法令で定められているように、電気主任技術者は 2 時間以内に現地に到着でき

るところに勤務することを求められており、短時間での対応も可能な体制づくりを行いま

す。

災害による補償については、和歌山平井太陽光発電事業が直接の原因であることが客観

的に認められる被害は保険により対応いたします。「直接の原因であることが客観的に認め

られる」とは、例えば、打手川の氾濫により発生した水田の被害が我々の事業用地からの排

水が直接的な原因であることを第三者機関が認める場合のことです。我々が保険会社に実

施したヒアリングでは、水害の因果関係の立証は難しいのが実情です。我々は、打手川の下

流域の自治会、水利組合に対して災害お見舞金をお支払いできないかという案を和歌山市

に相談しており、保険が下りない場合でも何からの対策が可能かを協議しています。 
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工事期間中、運転中共に保険を掛ける計画です。図表 5-3 のように保険内容も融資銀行と

の融資契約で定められているため、予算計上および保険契約の締結が必ず実行されます。 

図表 5-3 保険内容について 
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Ⅵ. その他 

55 善明寺東地区への説明はなく、対象地域すべてへの説明を徹底してもらいたい。ま

た、引き続きの説明や資料配布等を要望したが対応されていない。 

県条例に基づく説明会は市小路会館（4 月 7 日）、河北コミュニティーセンター（4 月 15

日）、平井東公民館（4月 27 日）にて 3回実施しました。案内した自治会には善明寺東地区

も含まれています。追加的なことではありますが、市条例に基づく説明会は河北コミュニテ

ィーセンターにて 2回実施しました（5月 26 日および 6月 9日）。その後、近隣住民から意

見書を頂き、質問を集約して書面にての回答書を作成し、意見交換会を河北コミュニティー

センターにて 2 回実施しました（6 月 29 日および 7 月 3 日）。参加された方にはできるだ

け、お名前と自治会名を記載いただいています。個人情報であるため具体的な開示はできま

せんが、善明寺東地区からの参加はいただいています。 

説明会において資料の配布がないというご意見がありましたが、和歌山県太陽光発電事

業の実施に関する条例施行規則の第 5条（4）では「印刷物の配布その他適切な方法」と定

められています。事業者としては、行政、教育、ビジネスの場で一般的に使用されているプ

ロジェクターによる資料の提示を行ったことは「その他適切な方法」と考えています。資料

については、4 月 26 日に事業計画公表を開始し、6 月 4 日から 7 月 3 日までの１ヶ月間認

定申請書縦覧期間は県庁にて実施しました。また、和歌山平井太陽光発電事業計画（県条例）、

事業計画の案（市条例）及び住民からの意見書に対する見解書等の資料はウェブサイト（和

歌山太陽光合同会社ホームページ：https://wakayama-solar.com/）にも掲載し、事業計画詳

細内容は県・市での閲覧もしていますので、住民の方々が入手可能な状況を維持しています。

個人情報の問題もあり、ホームページでの開示が資料提供として適切な方法だと考えてい

ます。我々のコンタクト情報も開示していますので、住所・氏名を添えて資料のご要望があ

れば郵送させていただきます。 

今後も、事業者としていただいた質問に対して真摯にお答えし、許認可後には工事説明会

の実施、個別の自治会による要望があれば面談を設定させていただきます。引き続き、住民

の皆様のご理解を得るべく、対応していきたいと考えています。 

56 住民への説明の実施が遅く、説明にも嘘や誤魔化しが多い。説明会の最後はいつも

「調べておきます」、「必ず説明します」で締めくくられ、不安ばかりが残る。 

県条例に基づく説明会は市小路会館（4 月 7 日）、河北コミュニティーセンター（4 月 15

日）、平井東公民館（4月 27 日）にて 3回実施しました。手続きは条例に定められた時期に

て実施していますので、説明会が遅いというご指摘は当たらないと考えます。説明内容に関

するご意見についてですが、森林法、市及び県の条例に基づき必要とされる内容、造成設計
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についてのご質問に関しては未回答との回答は無かったと存じます。電気工作物の設計は

現在進行中であり、工事計画書として経済産業省に提出されるという段取りです（図表 6-1

電気工作物に関する主な行政手続きを参照）。電気工作物の設計は現時点では未定な部分が

あるのは実情ですが、電気事業法にて設計要件が定義されており、経済産業省の確認もある

ので、法令順守の設計・施工は担保されます。また、工事に伴う交通量などは現段階では検

討している部分があるのが実情です。電気工事に関わる現時点で未定な点は、関連の近隣様

への工事説明会にて追加でご説明させていただきます。 

図表 6-1 電気工作物に関する主な行政手続き

 今後も、事業者としていただいた質問に対して真摯にお答えし、許認可後には工事説明

会の実施、個別の自治会による要望があれば面談を設定させていただきます。引き続き、

住民の皆様のご不安を解消すべく、対応していきたいと考えています。 

57 事業者の説明は不親切であり、納得できない。対応にも不信感を持っている。 

率直なご意見ありがとうございます。本事業は、和歌山県および和歌山市の太陽光条例の

対象となる結果として、県内の他の市町村で求められる以上の住民説明会、意見交換会の実

施が求められています。他の都道府県での太陽光案件と比較しても、住民への説明義務、情

報開示、意見に対する回答は高い要求が課されており、我々としては真摯に対応を重ねてき

ました。

今後も、事業者としていただいた質問に対して真摯にお答えし、許認可後には工事説明

会の実施、個別の自治会による要望があれば面談を設定させていただきます。引き続き、

住民の皆様の不信感を解消すべく、対応していきたいと考えています。
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58 事業区域は住民の散歩コースであり、散歩道の保全が不明確である。開発により景

観も損なわれる。 

現在、住民の皆様が散歩道としてご利用されている道のうち、図表 6-2 に示すとおり今回

の計画地内の道路および南にある道路の大半が奥楠見花木生産組合の私有地となっていま

す。同組合の善意により散歩道としての利用も許されており、道路の管理も行われています。 

住民の皆様の強い希望があれば、太陽光発電所の建設工事完了後に、南の道路については

散歩道として提供することを計画しています。事業用地の約 50％が残地森林として残され

るため散歩道からの景観は概ね維持される見込みです。 

図表 6-2 事業地内の散歩道（南側道路）の位置 

59 豊かな自然を次代（子供たち）に残していきたい。 

個人的な見解に異論を述べることは差し控えますが、我々の見解を述べさせていただき

ます。豊かな自然の維持は、豊かな生活・経済活動とのバランスを考えた上で議論されるの

が、現代社会の現状だと考えています。現代社会では、地球規模で温暖化が問題になってお

り、昨年の西日本豪雨や大型台風の頻発など温暖化の影響が懸念される事業が、人々の生活

を脅かす状況が見られます。日本における 2017 年度の電力供給は、87.7％が温室効果ガス

南側道路（私有地部分）
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を大量に排出する化石エネルギー（天然ガス、石炭、石油）による発電となっており（図表

6-3 一次エネルギー国内供給の推移を参照）、太陽光発電はこれらを代替する目的で、日本

および世界で普及の推進が行われています。本事業の目的は、温室効果ガスの発生を抑制で

きる再生可能エネルギーの推進に寄与することであり、本事業により年間で約 16,000 トン

の CO2 発生を低減できることができます。 

図表 6-3 一次エネルギー国内供給の推移 

（出所：エネルギー白書 2019） 

60 外資に国民の金を巻き上げさせることになるので反対。 

和歌山太陽光合同会社は、太陽光発電事業を行う目的のみで設立された会社です（図表 

6-4 和歌山平井太陽光発電事業の関係当事者を参照）。関連当事者に外国資本の企業は含

まれていません。匿名組合出資者である SUNホールディングスは、最低 20年間この事業

を維持することをコミットしています。同社は日本で設立された会社であり、日本での納

税を行っており、外資系企業ではありません。また共同出資者も国内大手金融機関と交渉

しており、長期保有を出資の条件としています。アセット・マネジメントを担当する GI

キャピタルも金融庁に届け出がある金融商品取引業者の日本企業であり、長期に資産管理

していくことを方針としています。 
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図表 6-4 和歌山平井太陽光発電事業の関係当事者 

61 市条例の縦覧図書に、個人情報保護法違反のおそれがある資料を添付していた。こ

のような法令違反を行うような会社に各法令・基準を守るのか疑問が残る。 

ご指摘の書面は、当初、和歌山市役所との打ち合わせにおいて参考としてお渡しした資

料が、手違いで閲覧資料に掲載されたという経緯があります。この事情は 5月 31 日に該

当の個人へも報告してお詫びした上で、和歌山市と協議の上で閲覧資料からの除外をお願

いされました。和歌山市からも同個人へ電話されて事実を確認した上で 6月 28 日に閲覧

資料から除外されています。不手際があったことをお詫びいたします。 

また、参考に個人情報保護法上の扱いについて、我々の弁護士の見解をもらいましたの

で下記に記載いたします。 

個人情報保護法における第三者提供の制限等の規制対象となるのは、「個人情報

取扱事業者」であり、「個人情報取扱事業者」とは、個人情報を集積し体系的に構

成したもの等（＝個人情報データベース等）を事業の用に供している者をいいま

す。本件の神流町太陽光発電所合同会社は、発電事業用の SPC であり、個人情報デ

ータベース等を事業の用に供している者とには該当しないのではないかと思われ、

この前提が正しければ、同法上の「個人情報取扱事業者」には該当しないことにな

ります。また、和歌山太陽光合同会社が「個人情報取扱事業者」に該当しないの

で、同社が本件の「感謝の意」と題する書面の提供・縦覧に供したからといって、

同法には抵触しないという整理になると考えられます。 
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62 国が原子力発電を認め続ける限り、自然エネルギーの発展は皆無である。 

本事業とは直接関係がないご意見ではありますが、我々の見解をコメントさせて頂きま

す。原子力政策の如何に関わらず、日本の化石エネルギーへの依存度は 2017 年度で 87.7％

が現状です。我々は原発ゼロの一助となるべく再生エネルギー事業を推進しており、また、

地球温暖化への対応として CO2 を排出する化石エネルギーへの依存度を低減させることを

目標としています。昨今、ESG（環境、社会、企業統治）などを重視する必要が叫ばれ、民

間企業としても、地球温暖化問題に真剣に取り組むことが必要となっています。 
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